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　平成29年度の決算が、9月議会で認定を受けましたので、その概要についてお知らせします。
決算の詳しい情報は、市のホームページにも掲載していますのでご参照ください。
※表の数値は、四捨五入の関係上合計が合わないことがあります。
　表中の▲はマイナスを示します。

問い合わせ　経営企画課　☎内線502・503
上下水道課　☎（408）4024　　

　平成29年度の決算が、9月議会で認定を受けましたので、その概要についてお知らせします。

決算の報告平����成29年度

　平成29年度普通会計決算額は、歳入240億9,286万8千円、歳出234億7,161万円で、前年度と比
較すると、歳入が18億3,098万2千円の減、歳出が15億2,490万9千円の減となりました。
　歳入歳出差引額は6億2,125万8千円で、これから平成30年度に繰り越すべき財源2,759万9千円
を差し引いた実質収支は5億9,365万9千円の黒字決算となりました。

※本市の平成29年度普通会計は、一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計です。

会　計　名
①

歳入総額
②

歳出総額
③

歳入歳出差引額
① - ②

④
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支
③ - ④

一　般　会　計 24,075,637 23,455,297 620,340 27,598 592,742

特　

別　

会　

計

国民健康保険事業 8,171,188 8,343,509 ▲ 172,321 0 ▲ 172,321

後期高齢者医療 1,209,488 1,154,751 54,737 0 54,737

介護保険
事業

保険事業勘定 4,889,398 4,789,869 99,529 0 99,529

介護サービス事業勘定 38,786 20,236 18,550 0 18,550

住宅新築資金等貸付事業 17,473 16,555 918 0 918

※端数処理は、決算書における実質収支に関する調書と同様としています。

（単位：千円）

普通会計決算

区　　　分 平成 29 年度（A) 平成 28 年度（B） 前年度比較 (A)-(B)

歳入総額 ① 24,092,868 25,923,850 ▲ 1,830,982

歳出総額 ② 23,471,610 24,996,519 ▲ 1,524,909

歳入歳出差引額 ① - ② ③ 621,258 927,331 ▲ 306,073

翌年度へ繰り越すべき財源 ④ 27,599 281,103 ▲ 253,504

実質収支 ③ - ④ 593,659 646,228 ▲ 52,569

単年度収支 ▲ 52,569 ▲ 20,272 ▲ 32,297

実質単年度収支 245,923 ▲ 266,473 512,396

（単位：千円）

水道事業・下水道事業ともに健全な経営を維持しています。

　水道事業会計

　平成29年度は、主な収入である水道料金は普
及率の上昇に伴い増収となっているものの、長
期前受金戻入といった水道料金以外の収入が減
少したことで当年度純利益は消費税抜きで2億
4,269万7千円となりました。
　なお、収益的収支については、収入総額が13
億 5,657 万 4 千円、支出総額は 11 億 1,387 万 7
千円となっています。
　次に、資本的収支については、収入総額は消
費税込みで1,987万1千円、支出総額は5億6,749
万4千円で、資本的収支で生じる不足額は損益
勘定留保資金などで補てんしました。
　また、年度末の給水人口は6万38人（前年度
比294人増）となり、年度末の行政人口に対す
る普及率は83.8％（前年度比0.4％増）となって
います。

〈用語解説　その１〉
●一般会計
　地方公共団体の行政を運営するための基本的な経費を計
上した会計。

●特別会計
　一般会計の収入・支出と区別して個別に処理される会計。
特定の収入を特定の支出に充てます。

●普通会計
　一般会計と特別会計の一部を合わせて、他の自治体と比
較しやすいように考えられた会計。総務省の定める基準に
従い、対象となる会計から会計間の重複などを控除するな
どの調整を行います。

●翌年度へ繰り越すべき財源
　平成29年度事業を平成30年度に繰り越して行う場合に
必要なお金。

●実質収支
　歳入総額から歳出総額と翌年度へ繰り越すべき財源を差
し引いた実質的な収支。この額が翌年度の繰越金となります。

●企業会計
　独立採算を基本として運営する会計。

● 収益的収支
　料金を主とする収入と、その収益を上げるために必
要な管理費や固定資産に係る減価償却費などの支出を
計上した収支。

● 資本的収支
　サービスの提供を維持、拡大するための施設の建設
改良費や償還金（借入金の返済）などの支出と、それに
要する財源としての企業債（借入金）や補助金などの収
入を計上した収支。

● 損益勘定留保資金
　収益的支出のうち、現金の支出を必要としない費用

（減価償却費など）に充てられた資金。

　下水道事業会計

　平成29年度は、有収水量が増加したことに伴う下水道使
用料の増加や企業債の償還ピークを過ぎていることで支払利
息が減少したため、当年度純利益は消費税抜きで4億2,230
万6千円となりました。
　なお、収益的収支については、収入総額が17億8,769万
4千円、支出総額は13億6,538万8千円となっています。
　次に、資本的収支については、収入総額は消費税込みで3
億8,604万4千円、支出総額は12億4,296万7千円で、資本
的収支で生じる不足額は損益勘定留保資金などで補てんしま
した。
　年度末企業債未償還残高は74億7,975万円(前年度比較7
億2,294万3千円減)となっています。
　また雨水対策では、芝原・奥園地区の雨水管きょ築造工事
が完成しました。汚水処理では、北谷・内山・大佐野地区の
整備に努め、水洗化人口は6万9,531人(前年度比163人増)
で水洗化人口普及率97.0％(前年度比0.2％増)となっています。

収益的収支
（消費税抜き、単位：千円）

収入 1,356,574

支出 1,113,877

収益的収支
（消費税抜き、単位：千円）

収入 1,787,694

支出 1,365,388

資本的収支
（消費税込み、単位：千円）

収入 19,871

支出 567,494

資本的収支
（消費税込み、単位：千円）

収入 386,044

支出 1,242,967

決算のポイント！

●一般会計の実質収支は約5億9千万円の黒字　 ●経常収支比率は1.7ポイント悪化
●基金（貯金）残高は3年ぶりに増加　 ●市債（借金）残高は5年ぶりに減少
●国民健康保険事業特別会計の実質収支は約1億7千万円の赤字

企 業 会 計

普 通 会 計

会計別決算状況
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●教育費…中央公民館改修事業が増加したものの、総
合体育館整備事業完了の影響などによる減。

　（減 16億2,900万円）
●土木費…歴史街づくり事業の減など。
　（減 1億4,300万円）
●民生費…障がい児通所支援給付などの事業費が増

加したものの、国民健康保険事業特別会計への繰
出金が減少。（減 5,900万円）

●扶助費…障がい児通所支援給付などの事業費増。
　（増 2億6,400万円）
●普通建設事業費…史跡地公有化事業、歴史街づくり

事業、道路改良事業の減や、総合体育館整備事業完
了による。（減 15億8,100万円）

●繰出金…国民健康保険事業特別会計への繰出金の減
など。（減 4億9,000万円）

性質別内訳

H29（A） H28（B） （A）-（B）

人件費 2,851 2,784 67

扶助費 6,363 6,099 264

公債費 2,536 2,471 65

普通建設事業費 2,684 4,265 ▲ 1,581

災害復旧事業費 18 23 ▲ 5

物件費 3,343 3,373 ▲ 30

補助費等 2,613 2,561 52

積立金 711 586 125

繰出金 2,192 2,682 ▲ 490

その他 161 152 9

計 23,472 24,996 ▲ 1,524

（単位：百万円）
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目的別決算の推移
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●市債…総合体育館整備事業に係る借入の終了など。
　（減 8億5,400万円）
●繰越金…前年度からの繰越事業が少なかったため。
　（減 5億8,900万円）

●繰入金…国民健康保険事業特別会計への繰出金の財
源となる財政調整資金の繰入金の減少など。

　（減 4億1,300万円）
●国庫支出金…普通建設事業に対する補助金減少など。
（減 2億7,700万円）

歳入内訳

H29（A） H28（B） （A）-（B）

市税 8,206 8,153 53

地方譲与税 他 1,539 1,441 98

地方交付税 3,617 3,622 ▲ 5

分担金及び負担金 408 397 11

使用料及び手数料 378 375 3

国庫支出金 4,651 4,928 ▲ 277

県支出金 1,607 1,544 63

繰入金 255 668 ▲ 413

繰越金 927 1,516 ▲ 589

市債 2,064 2,918 ▲ 854

その他 441 362 79

計 24,093 25,924 ▲ 1,831

（単位：百万円）
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市債残高の推移

　新規発行額が元金償還額を下回っ
たため、市債現在高（借金の残高）
は、前年度より3億1,100万円減少
し、241億8,000万円となりました。
　市債には、臨時財政対策債のよう
に後年度の元利償還に対し、その全
額が交付税措置されるもの、あるい
は、史跡地公有化事業債（公共用地
先行取得等事業債）のように元利償
還の約 95％が補助金で賄われるも
のなどがあります。
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

　元金償還額 2,665 2,484 2,526 2,508 2,496 2,332 2,239 2,147 2,283 2,375

　新規発行額 1,687 2,092 2,330 2,307 2,292 2,745 4,657 3,248 2,918 2,064

　年度末残高 20,917 20,525 20,329 20,128 19,924 20,337 22,755 23,856 24,491 24,180

基金残高の推移

　老朽化した公共施設改修事業の
財源として、公共施設整備基金1億
7,200 万円などを取り崩しました
が、財政調整資金の取り崩しを行わ
なかったことや、前年度決算剰余金
を基に積み立てを行った影響により、
基金残高は平成 28 年度末から 4 億
5,700 万円増の 49 億 5,400 万円と
なり、3年ぶりに増加しました。

　財政調整資金 929 1,332 1,823 2,028 2,182 2,718 3,439 3,142 2,793 2,994

　　減債基金 95 96 196 196 197 97 197 298 298 298

　　その他 1,070 869 957 1,373 1,796 1,844 1,604 1,139 1,406 1,662

合　計 2,094 2,297 2,976 3,597 4,175 4,659 5,240 4,579 4,497 4,954

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500
（単位：百万円）基金残高の推移

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

　平成 29 年度末の市債残高は 241 億 8,000 万
円ですが、このうち後年度に交付税措置される
ものが約58％、償還に対し補助金などの交付
があるものが約20％を占めており、実質の負
担割合は約22％（52億3,400万円）となります。

市が実際に負担する割合は約22％です。

市債残高における実負担額

（単位：百万円）補助金等交付額

交付税措置額

14,083
（58%）

5,234
（22%）

4,863
（20%）

14,083
（58%）

5,234
（22%）

4,863
（20%）

実負担額

（平成29年度末残高　24,180百万円）

普通会計の概要市債（借金）と基金（貯金）
市債、繰越金、繰入金、国庫支出金が大きく減少し、
歳入全体としては約18億3,100万円の減となりました。歳　入

目的別では教育費、土木費、衛生費、民生費が減少し、
歳出全体としては約15億2,400万円の減となりました。歳　出

目的別で見ると…

〈主な要因〉　※（　）内は各区分の増減額です

〈主な要因〉　※（　）内は各区分の増減額です

性質別で見ると…
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経常収支比率

　平成29年度の経常収支比率は92.1％で、前
年度の90.4％から1.7ポイント悪化しました。
　主な要因として、歳出面での扶助費の大幅
な増加が影響しています。
　今後は、収入増加が見込めないなか、歳出
面においてさらなる扶助費の増加や老朽化し
た公共施設に要する経費の増加、大型事業に
伴う市債の償還などにより、厳しい財政運営
が見込まれますが、事業の見直しや工夫を図り、
限られた財源のなかで効率的かつ効果的な事
業実施に努めます。
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（単位：％）経常収支比率の推移
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〈用語解説　その２〉
●経常収支比率
　地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、
人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占める割合。

●健全化法関係

実質赤字比率 一般会計などを対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。

連結実質赤字比率 全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。

実質公債費比率
一般会計が負担する公債費に、上下水道事業などの公営企業や一部事務組合などの元利償還金
に充てる一般会計からの繰出金および負担金などを加えた経費の標準財政規模に対する比率。

将来負担比率
一般会計などの地方債現在高、上下水道事業などの公営企業や一部事務組合などの元利償還金
に充てる一般会計からの繰入見込額、全職員の退職手当支給予定額など、一般会計などが将来
負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

資金不足比率
公営企業における資金不足額（一般会計などの実質赤字に相当する額）の営業収益などに対す
る比率。

健全化判断比率
健全化判断比率　実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率、将来負担比率の
4 つからなり、各比率には早期健全化基準
と財政再生基準が設定され、基準値を超え
た場合には、「財政健全化計画」、「財政再生
計画」を定めなければなりません。

　　本市の健全化判断比率は左の表のとおり
で、昨年度に引き続き健全な状態を維持し
ています。

資金不足比率　公営企業の経営の健全化を判
断する指標です。本市においては、水道事
業・下水道事業会計とも資金不足は発生し
ていません。

※左表の各指標については、赤字額や資金不
足が発生していない場合は比率が算定され
ないため、表示は「−」となります。

健全化判断比率 （単位：％）

指　標 太宰府市 福岡県の状況
（政令市除く）早期健全化基準

（イエローカード）
財政再生基準
(レッドカード)

実質赤字比率 -   12.93 20.00 -

連結実質赤字比率 -   17.93 30.00 -

実質公債費比率 0.5   25.0  35.0 6.7

将来負担比率 - 350.0 19.8

資金不足比率 （単位：％）

指　標 太宰府市 経営健全化基準
（イエローカード）

資金不足比率 - 20.0 

財 政 分 析




